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� は じ め に

フランスにおいては，EU（ヨーロッパ連合）で指定されている IFRS（国際

財務報告基準）に準拠した連結決算書の作成は，規制市場（Euronext Paris）に

上場されている企業については強制されているが，規制市場に上場されていな

い企業（非上場企業１））については任意である。当該 IFRSに準拠した連結決

算書の作成を選択しない非上場企業には，フランス商法および CRC（会計規

制委員会，現 ANC（会計基準審議会））２）規則第９９－０２号が適用される。

連結決算書（comptes consolidés）は，親企業の個別決算書と事前に再処理（外

貨表示個別決算書項目の国内通貨への換算を含む個別決算書の修正）が行われ

た他の連結企業（連結の範囲に含まれる他の企業）の個別決算書とを合算した

上で必要な修正消去を行って作成される。フランスの非上場企業が連結決算書

を作成するときには，次の３つの連結方法が適用される（商法・法第２３３条の

１８および商法・規則第２３３条の３並びに CRC規則第９９－０２号第１１０項）。

� 排他的支配（contrôle exclusif）下に存する企業については，全部連結

（intégration globale）

� 共同支配（contrôle conjoint）下に存する企業については，比例連結

（intégration proportionnelle）

� 重要な影響力（influence notable）下に存する企業については，持分法

（mise en équivalence）

本稿は，IFRSに準拠した連結決算書を作成することを選択しないフランス



の非上場企業がフランス会計基準に準拠して連結決算書を作成するときの連結

方法の適用手続きに関して，フランス会計基準の現状とその特徴を明らかにし

ようとするものである。

� 連結処理方式

１ 連結処理方式

連結は，親企業の個別決算書および他の連結企業の事前に再処理された個別

決算書に基づいて行われる。その連結は，次のいずれかの処理方式（technique）

を用いて行われる（商法・規則第２３３条の３および第２３３条の４並びに CRC

規則第９９－０２号第１１１項および第２９１項）。

� 直接的連結（consolidation directe）

直接的連結とは，親企業が直接的にまたは企業集団の他の企業を通して

間接的に株式を所有するか否かにかかわらず，親企業レベルで他の連結企

業を直接的に連結することをいう。３）

� 段階的連結（consolidation par paliers）

段階的連結とは，株式を所有する上位企業に下位企業を順次連結してい

くことをいう。４）したがって，まず下位企業集団を連結し，次に当該下位企

業集団を上位企業集団の中へと順次連結していくこととなる（CRC規則

第９９－０２号第１１１項）。

CRC規則第９９－０２号（第１１１項および第２９１項）では，直接的連結処理方

式と段階的連結処理方式のいずれかによって連結を行うことが認められている

ものの，直接的連結によって算定される連結自己資本，のれん・評価差額

（écarts d’acquisition et d’évaluation），少数株主持分（intérêts minoritaires）およ

び損益（持分法による連結においては，自己資本，損益，持分法適用株式（titres

mis en équivalence）および少数株主持分）の額は連結が段階的に行われる場合

に得られる額と同一でなければならないと定められている。したがって，事実

上，段階的連結処理方式が全部連結される子企業（全部連結子企業），比例連
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結される被共同支配企業（比例連結企業）および株式に持分法を適用される企

業（持分法適用企業）の連結に強制されることとなり，当該連結は親企業の持

分比率（pourcentage d’intérêts）ではなく他の連結企業の株式を所有する企業の

資本参加比率（pourcentage de participation）に基づいて規則的に行われる。５）な

お，全部連結子企業の連結のときには，いずれの連結処理方式によっても，当

該企業の自己資本および損益を構成する項目はすべて連結されるので，一般に

結果は同一である。６）

商法（商法・規則第２３３条の３および第２３３条の４）では，連結の範囲に含

まれる企業の連結は連結規則（CRC規則第９９－０２号第１１１項および第２９１項）

に準拠して行われなければならないことが定められている。したがって，商法

でも，CRC規則第９９－０２号の場合と同じく，事実上，全部連結子企業，比例

連結企業（被共同支配企業）および持分法適用企業の連結に段階的連結処理方

式が用いられることとなる。ところが，商法（商法・規則第２３３条の４第２号）

では，持分法適用企業の連結に関しては，連結貸借対照表において「持分法適

用株式」として計上される持分法適用企業の自己資本に対する親企業の持分お

よび連結損益計算書において「持分法による投資損益」（Quote-part dans les

résultats des entreprises mises en équivalence）として計上される持分法適用企業

の損益に対する親企業の持分は，次のいずれかの持分でなければならないとさ

れている。７）

� 親企業の直接的または間接的持分（親企業の持分比率に相当する持分）

この場合は，少数株主持分および少数株主損益（intérêts minoritaires）を

認識しないこととなる。

この方式は，直接的連結処理方式であり，例外的な場合に用いられる。

� 株式を所有する企業（または複数の企業）の持分（株式を所有する企業

の資本参加比率（または株式を所有する各企業の資本参加比率の合計）に

相当する持分）

この場合は，持分法適用企業の株式を所有する企業に対する親企業の持
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分比率が１００％未満であるときには，間接的少数株主持分および間接的少

数株主損益（intérêts minoritaires indirects）を認識することとなる。

この方式は，段階的連結処理方式であり，優先的処理方法をなす。

このように，商法では，持分法適用企業の連結に関しては，親企業の持分比

率に基づいて持分法適用企業の株式を評価し，少数株主持分および少数株主損

益を認識しない直接的連結処理方式も認められている。

２ 持分比率

� 持分比率の意義

親企業の「持分比率」とは，他の連結企業の資本金（発行済株式総数）に対

する親企業が直接的および間接的に所有する資本金（持株数）の割合をいう。８）

親企業の持分比率を算定する計算式の分子および分母に含められる株式は，

次の３つの要件をすべて満たす株式等である。９）

� 連結すべき企業の資本金を表す株式等

� 株式，並びに，旧制度下で発行された優先配当権を付与されているが

議決権を有しない優先株式

� 他の形態の会社の持分（出資金）

� 旧制度下で発行された投資証明書

� 資本参加証券（titres de participation）の定義に適合する株式等

特に長期所有によって株式発行企業に対する影響力を行使するまたは支

配を確保することができるので，当該長期所有が企業活動に有用とみなさ

れる株式等

� 長期所有目的の株式等

さらに，次の株式等も親企業の持分比率を算定する計算式の分子および分母

に含められなければならない。１０）

� 支配を喪失することなく一時的に売却され，その後近いうちに再取得さ

れる株式等
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� 従業員に付与された被支配企業（排他的支配下に存する企業および共同

支配下に存する企業）の株式等で，他の被支配企業による買戻契約の対象

をなす株式等

� 引受取引で企業集団外の企業に売却されている株式等

定められた期日に確定した価格で購入する確定契約（確定引受契約）を

親企業が締結している株式等

なお，親企業それ自体または被支配企業によって所有されている当該親企業

株式（titres d’autocontrôle）（商法・規則第２３３条の６および CRC規則第９９－０２

号第２７１項）のうち，親企業それ自体によって所有されている当該親企業株式

（自己株式）は親企業の持分比率の算定では考慮されない。しかし，部分所有

の被支配企業によって所有されている親企業株式は親企業の持分比率の減少を

生じさせる。１１）

� 持分比率の算定手続き

親企業の持分比率の算定は，親企業と他の連結企業との財務的結合関係に

よって異なる。ここでは，直接所有関係と間接所有関係の場合を取り上げた

い。

� 直接所有関係

親企業が他の連結企業を直接所有している場合には，他の連結企業に対する

親企業の持分比率は，他の連結企業の資本金に対する親企業が直接的に所有す

る資本金の割合，すなわち，資本参加比率と一致する。他の連結企業を所有す

る企業の資本参加比率は，他の連結企業の資本金（発行済株式総数）に対する

当該他の連結企業を所有する企業が直接的に所有する資本金（持株数）の割合

（計算式の分子および分母の株式には親企業の持分比率の算定に係る株式を含

める）で求められる。１２）
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� 間接所有関係

単一連鎖（chaîne）において親企業が中間企業を通して下位企業を間接所有

している場合には，下位企業に対する親企業の持分比率は当該下位企業に対す

る中間企業の資本参加比率に中間企業に対する親企業の資本参加比率を乗じる

ことで求められる。１３）

複数連鎖において親企業が複数の中間企業を通して同一の下位企業を間接所

有している場合には，下位企業に対する親企業の持分比率は各連鎖において当

該下位企業に対する各中間企業の資本参加比率に各中間企業に対する親企業の

資本参加比率を乗じて得られた各比率を加算して求められる。１４）

なお，連鎖の途中に持分法適用企業が存するときには，次のいずれかの方式

によって親企業の持分比率が算定される。１５）

� 下位企業に対する持分法適用企業の資本参加比率に持分法適用企業に対

する親企業の資本参加比率を乗じる（親企業が複数の持分法適用会社を通

して同一の下位企業を間接所有している場合には，下位企業に対する各持

分法適用企業の資本参加比率に各持分法適用企業に対する親企業の資本参

加比率を乗じて得られた各比率を加算する）方式

この方式では，持分法適用企業が支配する企業および重要な影響力を行

使する企業に対する当該持分法適用企業の資本参加持分を親企業の持分比

率の算定に含めることとなる。

� 持分法適用企業によって所有されている資本ではなく，親企業およびそ

の被支配企業によって所有されている資本のみを考慮する方式

この方式では，持分法適用企業が支配する企業および重要な影響力を行

使する企業に対する当該持分法適用企業の資本参加持分を親企業の持分比

率の算定に含めないこととなる。

� 連結方法の適用手続き

連結の範囲に含まれる企業の個別決算書を連結する方法には，�全部連結，
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�比例連結および�持分法がある。ここでは，各連結方法を適用するときに行

われなければならない手続きを取り上げる。ただし，ここでは当該手続きのう

ち「連結企業間の取引の相殺消去」については略述するにとどめ，その手続き

についてはまとめて後述することとしたい。

１ 全部連結

全部連結とは，必要な再処理を行った後の子企業の個別決算書項目を親企業

の個別決算書に組み入れることをいう（CRC規則第９９－０２号第１１００項）。

親企業の排他的支配下に存する企業の個別決算書は，その構造が他の連結企

業の個別決算書の構造と著しく異なる場合でも，全部連結によって連結される

（商法・法第２３３条の１８および CRC規則第９９－０２号第２００項）。

企業の個別決算書の全部連結においては，次の手続きが行われなければなら

ない。１６）

� 個別決算書の合算

� 連結企業間の取引の相殺消去

� 親企業持分と少数株主持分（または少数社員持分）への自己資本および

損益の配分

� 全部連結子企業に対して所有する株式の相殺消去

� 個別決算書の合算

全部連結においては，�連結貸借対照表には，連結規則に準拠して算定され

る子企業の自己資本を構成する資産項目および負債項目が１行ずつ総額で組み

入れられる（商法・規則第２３３条の３および CRC規則第９９－０２号第１１００項）。

また，�連結損益計算書には，連結規則に準拠して算定される子企業の損益を

構成する項目が１行ずつ総額で組み入れられる（商法・規則第２３３条の４第１

号および CRC規則第９９－０２号第１１００項）。１７）
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� 連結企業間の取引の相殺消去

全部連結企業と他の連結企業との間で行われた取引は，相殺消去されなけれ

ばならない（CRC規則第９９－０２号第１１００項）。

� 自己資本および損益の配分

� 配分基準

全部連結子企業の資産項目および負債項目並びに収益項目および費用項目

は，親企業が子企業を全部所有していない場合でも，すべて連結される。した

がって，全部連結において算定される自己資本および損益は親企業持分と少数

株主持分に配分されなければならない（CRC規則第９９－０２号第１１００項）。全

部連結子企業の自己資本および損益の配分は，当該全部連結子企業に対する親

企業の持分比率に基づいて行われる。１８）

分散している株式が用益権（usufruit）によって所有されている全部連結子

企業の損益に対する権利は定款または契約によって定められており，一般に

は，当期純利益からの配当額が用益権者に帰属するのに対して，剰余金の分配

額はその他の所有者に帰属する（商法・法第２２５条の１１０）。しかし，例外が

ありうるので，定款または契約の分析を行った上で損益を用益権者（親企業）

の持分とその他の所有者（少数株主）の持分に配分しなければならない。この

とき，次の２つのケースを区分する必要がある。１９）

� 定款または契約において損益の全額が用益権者（親企業）に帰属するこ

とが定められているケース

この場合には，損益の全額が連結損益（résultat consolidé（part du groupe））

に計上される。

� 定款または契約において配当される利益のみが用益権者（親企業）に帰

属することが定められているケース

この場合には，株主総会で配当を決議される可能性が高い利益のみが連

結損益に計上される。
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また，子企業が累積的優先配当権を付与する優先株式を発行し，当該優先株式

が企業集団外の企業によって所有されている場合には，親企業は優先配当金を

控除した後に子企業の自己資本のうち親企業に帰属する部分を会計処理する。２０）

� 少数株主持分の表示

全部連結においては，全部連結子企業の自己資本および純損益のうち少数株

主に帰属する額は，�連結貸借対照表では，負債の部に「少数株主持分」

（Intérêts minoritaires）として区分表示され（商法・規則第２３３条の１１および

CRC規則第９９－０２号第４０項），�連結損益計算書では，「少数株主損益調整前

当期純損益」（Résultat net de l’ensemble consolidé）の次に「少数株主損益」

（Intérêts minoritaires）として区分表示されなければならない（商法・規則第２３３

条の１２および CRC規則第９９－０２号第４１項）。

� マイナスの少数株主持分

欠損の結果，全部連結子企業の自己資本のうち少数株主持分に割り当てられ

る額がマイナスとなった場合には，少数株主（または少数社員）がこの損失を

補�する法的義務を有しないときは，少数株主持分に負担させるべき当該マイ

ナス額およびその後の損失額は親企業持分（多数株主持分）から控除される。

将来，当該子企業が利益を計上したときには，少数株主持分に負担させるべき

損失を親企業持分が引き受けた部分がすべてなくなるまで，当該利益の全額は

親企業持分に加算される（CRC規則第９９－０２号第２７０項）。

全部連結子企業が親企業それ自体ではなく他の全部連結子企業によって所有

されている場合には，親企業持分に負担させるべきマイナスの少数株主持分は

段階的連結処理方式によって算定されなければならない。実務上，次のことが

行われる。２１）

� まず，自己資本がマイナスである下位子企業の自己資本を算定し，下位

子企業の損失の全部または一部を少数株主が引き受ける契約がないときに
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は下位子企業の株式を所有する上位子企業に当該マイナスの自己資本の全

額を帰属させる。

したがって，下位子企業の株式を所有する上位子企業の連結決算書に

は，下位子企業の少数株主持分は表示されない。

� 次に，下位子企業の株式を所有する上位子企業の自己資本（下位子企業

の損失全額を含む）を上位子企業の親企業持分と少数株主持分に配分する。

なお，下位子企業の損失全額を引き受けた後の上位子企業の自己資本が

マイナスとなる場合には，少数株主持分に負担させるべきマイナス額は親

企業持分に負担させることとなる。

� 子企業株式の相殺消去

全部連結においては，連結貸借対照表では，全部連結子企業の株式を除い

て，親企業の個別貸借対照表項目が組み入れられ，全部連結子企業の株式の帳

簿価額は連結規則に準拠して算定される当該子企業の自己資本を構成する資産

項目および負債項目のすべてに置き換えられる（商法・規則第２３３条の３）。

このときに，全部連結においては，親企業が所有する子企業の株式（投資）と

これに対応する子企業の自己資本の全額が相殺消去されなければならない。

２ 比例連結

比例連結とは，必要な再処理を行った後の被共同支配企業の個別決算書に対

する持分を表す部分を親企業の個別決算書に組み入れることをいう（CRC規

則第９９－０２号第１１０１項）。

全部連結との重要な相違は，親企業の個別決算書への共同支配下に存する企

業の資産項目および負債項目並びに損益を構成する項目の組み入れが，直接的

少数株主持分および直接的少数株主損益（intérêts minoritaires directs）の認識を

行わないで，株式を所有する企業の資本参加持分を表す部分に比例してのみ行

われるということにある（CRC規則第９９－０２号第２８０項）。
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親企業によって他の株主（または社員）と共同で支配されている企業の個別

決算書は，その構造が他の連結企業の個別決算書の構造と著しく異なる場合で

も，比例連結によって連結される（商法・法第２３３条の１８並びに CRC規則第

９９－０２号第２００項および第２８０項）。

企業の個別決算書の比例連結においては，次の手続きが行われなければなら

ない。２２）

� 個別決算書の合算

� 連結企業間の取引の相殺消去

� 親企業による間接所有の場合には，親企業持分と少数株主持分への自己

資本および損益の配分

� 比例連結企業（被共同支配企業）に対して所有する株式の相殺消去

� 個別決算書の合算

比例連結においては，�連結貸借対照表には，直接的少数株主持分（intérêts

minoritaires directs）を認識せずに，連結規則に準拠して算定される被共同支配

企業の自己資本を構成する資産項目および負債項目に対する株式を所有する企

業（または複数企業）の持分を表す部分が１行ずつ組み入れられる（商法・規

則第２３３条の３並びに CRC規則第９９－０２号第１１０１項および第２８０項）。また，

�連結損益計算書には，直接的少数株主損益（intérêts minoritaires directs）を認

識せずに，連結規則に準拠して算定される被共同支配企業の損益を構成する項

目に対する株式を所有する企業（または複数企業）の持分を表す部分が１行ず

つ組み入れられる（商法・規則第２３３条の４第１号並びに CRC規則第９９－０２

号第１１０１項および第２８０項）。なお，株式を所有する企業の持分を表す部分と

は当該企業の資本参加比率相当額をいう。２３）

被共同支配企業が複数の連結企業（共同支配企業）によって所有されている

場合には，当該被共同支配企業の個別決算書は各共同支配企業の資本参加比率

の合計に基づいて連結されなければならない（商法・規則第２３３条の３および
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第２３３条の４第１号並びに CRC規則第９９－０２号第１１０１項および第２８０項）。２４）

� 連結企業間の取引の相殺消去

比例連結企業と他の連結企業との間で行われた取引は，相殺消去されなけれ

ばならない（CRC規則第９９－０２号第１１０１項）。

� 自己資本および損益の配分

被共同支配企業の個別決算書の連結は株式を所有する企業（または複数の企

業）の資本参加比率（または資本参加比率の合計）に基づいて行われるので，

当該被共同支配企業の直接的少数株主持分および直接的少数株主損益は連結貸

借対照表および連結損益計算書に表示されない（CRC規則第９９－０２号第１１０１

項および第２８０項）。

しかし，被共同支配企業の株式を所有する企業に対する親企業の持分比率が

１００％未満である場合には，間接的少数株主持分（intérêts minoritaires indirects）

が連結貸借対照表におよび間接的少数株主損益（intérêts minoritaires indirects）

が連結損益計算書にそれぞれ表示されることとなる。したがって，この場合は，

比例連結において算定される自己資本および損益は親企業持分と少数株主持分

に配分される必要がある（CRC規則第９９－０２号第１１００項および第２８０項）。２５）

� 被共同支配企業株式の相殺消去

比例連結においては，連結貸借対照表では，被共同支配企業の株式の帳簿価

額は連結規則に準拠して算定される当該企業の自己資本を構成する資産項目お

よび負債項目に対する株式を所有する企業（または複数の企業）の持分を表す

部分に置き換えられる（商法・規則第２３３条の３）。このときに，比例連結に

おいては，親企業が所有する被共同支配企業の株式（投資）とこれに対応する

被共同支配企業の自己資本の資本参加比率相当額が相殺消去されなければなら

ない。
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３ 持分法

持分法による連結とは，所有する株式の帳簿価額を連結規則に準拠して算定

される当期損益を含む自己資本に対する所有持分（quote-part）に置き換える

ことをいう（商法・規則第２３３条の３および CRC規則第９９－０２号第１１０２項）。

親企業が重要な影響力を行使する企業の個別決算書は，持分法を適用して連

結される（商法・法第２３３条の１８および CRC規則第９９－０２号第１１０項）。持

分法による連結は，被支配企業の個別決算書の構造が他の連結企業の個別決算

書の構造と著しく異なる場合でも，被支配企業の連結には適用されえない。

企業の個別決算書の持分法による連結においては，次の手続きが行われなけ

ればならない。２６）

� 持分法適用企業の自己資本に対する所有持分への株式の帳簿価額の置き

換え

� 連結損益計算書への持分法適用企業の純損益に対する所有持分の組み入れ

� 連結企業間の取引の相殺消去

� 親企業による間接所有の場合には，親企業持分と少数株主持分への自己

資本および純損益の配分

� 持分法適用企業株式の帳簿価額の置き換え

持分法による連結においては，連結貸借対照表では，持分法適用企業の株式

の帳簿価額は連結規則に準拠して算定される当該企業の自己資本（当期損益を

含む）に対する所有持分に置き換えられる。この自己資本に対する所有持分は，

連結貸借対照表で「持分法適用株式」として区分表示される（CRC規則第９９－

０２号第２９２項および第４０項）。

その後の持分法による連結においても，各期末には，持分法適用企業の株式

の帳簿価額は持分法を適用して処理された後の当該企業の自己資本（当期損益

を含む）に対する所有持分に等しい。持分法適用企業の自己資本の変動は，前

期末の持分法適用株式の額を増減させる。各期間の持分法適用株式の額の増減
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は，当該株式の取得または売却の場合のほかにも，様々な原因（損益，利益の

分配，通常の資本取引，吸収合併，企業分割（apport partiel d’actif），在外企業

の個別決算書項目に係る換算レートの変動等）から生じうる（CRC規則第９９－

０２号第２９２項）。

なお，持分法適用企業が累積的優先配当権を付与する優先株式を発行し，当

該優先株式が企業集団外の企業によって所有されている場合には，持分法適用

企業の自己資本に対する所有持分および損益に対する所有持分は当該優先株式

を所有している企業集団外の企業の追加的権利を考慮して算定されなければな

らない。２７）

� 持分法適用企業の純損益に対する所有持分の組み入れ

持分法による連結においては，連結損益計算書には，連結規則に準拠して算

定される持分法適用企業の純損益に対する所有持分が「持分法による投資損益」

として組み入れられなければならない（CRC規則第９９－０２号第２９２項および

第４１項）。

� 連結企業間の取引の相殺消去

持分法適用企業と他の連結企業との間で行われた取引は，相殺消去されなけ

ればならない（CRC規則第９９－０２号第１１０２項）。

� 自己資本および純損益の配分

親企業が部分所有する企業によって持分法適用企業の株式が所有され，段階

的連結処理方式によって連結が持分法適用企業の株式を所有する企業の持分を

表す部分（資本参加比率）に基づいて行われている場合には，間接的少数株主

持分および間接的少数株主損益が認識されることとなるので，持分法による連

結において算定される自己資本および純損益は親企業持分と少数株主持分に配

分されなければならない。
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これに対して，持分法適用企業に関して商法上認められる直接的連結処理方

式によって連結が親企業の持分を表す部分（親企業の持分比率）に基づいて行

われている場合には，親企業の持分のみが考慮されるので，自己資本または純

損益の配分を行う必要はない。２８）

なお，持分法適用企業の自己資本に対する当該持分法適用企業の株式を所有

する企業の所有持分がマイナスとなる場合には，通常，持分法適用株式の額を

ゼロとする（CRC規則第９９－０２号第２９２項）。すなわち，持分法適用企業のマ

イナスの自己資本に対する所有持分が持分法を適用される株式（持分法適用株

式）の帳簿価額を超える場合には，当該株式を所有する企業は損失に対する所

有持分を会計処理することを停止する。２９）

しかし，株式を所有する企業が当該持分法適用企業に対する資本参加を財務

的に解消しない義務または意図を有しているときには，自己資本のマイナス部

分は連結貸借対照表において引当金（「持分法による投資損益」を相手勘定と

する３０））として計上される。この引当金の額は，各期末に見直され，持分法適

用企業の自己資本に対する所有持分に応じて修正される（CRC規則第９９－０２

号第２９２項）。

� 連結企業間の取引の相殺消去

連結決算書が連結の範囲に含まれる企業から構成される企業集団の状況につ

き真実かつ公正な概観を提示するためには，原則として，当該企業集団外の企

業と行われた取引から生じた資産および負債並びに収益および費用のみが計上

されなければならない。したがって，３つの連結方法を適用して連結の範囲に

含まれる企業を連結するときに，�全部連結企業と他の連結企業との間，�比

例連結企業と他の連結企業との間および�持分法適用企業と他の連結企業との

間で行われた取引は相殺消去されなければならないとともに，当該取引から生

じた内部損益は消去されなければならない（商法・規則第２３３条の８第４号お

よび第６号並びに CRC規則第９９－０２号第１１００項，第１１０１項および第１１０２
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項）。ただし，連結企業間の取引の相殺消去および当該取引から生じた内部損

益の消去は当該取引および内部損益が連結企業集団の状況に重要な影響を及ぼ

す場合にのみ行われる（商法・規則第２３３条の８並びに CRC規則第９９－０２号

第２０１項，第２８０項および第２９０項）。

連結企業間の取引は，�連結損益（résultat consolidé）および連結剰余金

（réserves consolidés）に影響を及ぼさない取引と�連結損益および連結剰余金

に影響を及ぼす取引に区分される。

１ 連結損益および連結剰余金に影響を及ぼさない取引

連結損益および連結剰余金に影響を及ぼさない取引とは連結企業（持分法適

用企業を除く）間で行われた取引で連結企業集団の損益に影響を及ぼさない取

引（特に資産と負債の相互勘定および収益と費用の相互勘定を生じさせる取引）

をいい，これにはオフバランス取引および契約も含まれる（CRC規則第９９－０２

号第２６０項，第２７３項および第２８１００項）。なお，持分法は持分法適用企業の

自己資本および純損益に対する親企業の所有持分の変動に応じて親企業が所有

する株式の帳簿価額を修正する方法であるので，持分法適用企業は連結損益お

よび連結剰余金に影響を及ぼさない取引の相殺消去には関わらない。

� 連結企業間の相互勘定の相殺消去

連結にさいして，次の連結２企業間の取引から生じた資産と負債の相互勘定

および収益と費用の相互勘定は相殺消去されなければならない（商法・規則第

２３３条の８第６号）。

� 全部連結２企業間

� 全部連結企業と比例連結企業との間

� 比例連結２企業間
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� 全部連結２企業間の相互勘定

全部連結２企業間の債権と債務および収益と費用は，全額相殺消去されなけ

ればならない（CRC規則第９９－０２号第２６０項）。

相互の受取手形と支払手形は全額相殺消去されるが，連結企業が振り出した

手形を他の連結企業が銀行で割り引いているときには支払手形は「短期銀行借

入金」に振り替えられる（CRC規則第９９－０２号第２６０項）。

親企業と再保険を行う全部連結子企業との間で行われた取引も，当該取引が

企業集団外の保険企業を通して行われているときでも，全額相殺消去されなけ

ればならない。３１）

� 全部連結企業と比例連結企業との間の相互勘定

全部連結企業と比例連結企業（被共同支配企業）との間の債権と債務および

収益と費用は，被共同支配企業に対する連結比率（pourcentage d’intégration）相

当額を限度として，相殺消去されなければならない。このように相殺消去され

る額と全部連結企業の債務または債権ないし費用または収益の額との差額は，

企業集団外の企業に対する債務または債権ないし費用または収益と同一に扱わ

れる（CRC規則第９９－０２号第２８１００項）。なお，連結比率相当額とは株式を所

有する企業の持分を表す部分をいい，上記被共同支配企業に対する連結比率は

資本参加比率である。３２）

� 比例連結２企業間の相互勘定

比例連結２企業（被共同支配企業）間の債権と債務および収益と費用は，実

務上，連結される相互勘定の額のうちいずれか低い方の額で相殺消去される。３３）

� 連結企業間のオフバランス取引および契約

連結にさいして，連結企業（持分法適用企業を除く）間の相互のオフバラン

ス取引および契約（opérations non inscrites au bilan et engagements）並びに他の
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連結企業の貸借対照表に記載される債権または債務と重複するオフバランス取

引およびオフバランス契約（opérations non inscrites au bilan et engagements hors

bilan）も相殺消去されなければならない（CRC規則第９９－０２号第２７３項）。こ

こでは，連結企業間の相互契約およびオフバランス取引の相殺消去を取り上げ

たい。

全部連結２企業間の契約（またはオフバランス取引）は全額相殺消去され，

全部連結企業と比例連結企業（被共同支配企業）との間または比例連結２企業

（被共同支配企業）間の契約（またはオフバランス取引）は連結される相互契

約（またはオフバランス取引）の額のうちいずれか低い方の額で相殺消去され

る。３４）

２ 連結損益および連結剰余金に影響を及ぼす取引

連結損益および連結剰余金に影響を及ぼす取引とは連結企業（持分法適用企

業を含む）間で行われた取引で連結企業集団の損益に影響を及ぼす取引（例え

ば棚卸資産，固定資産またはその他の資産の売却ないし配当金の分配に係る取

引）をいい，これには他の連結企業に係る引当金の繰入および戻入も含まれる

（CRC規則第９９－０２号第２６１項，第２８１０１項および第２９３項）。

� 内部損益の消去

連結にさいして，次の連結２企業間の取引から生じた内部損益（未実現損益）

は消去されなければならない（商法・規則第２３３条の８第４号）。

� 全部連結２企業間

� 全部連結企業と比例連結企業との間

� 全部連結企業と持分法適用企業との間

� 比例連結２企業間

� 比例連結企業と持分法適用企業との間

� 持分法適用２企業間
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� 全部連結２企業間の内部損益

全部連結２企業間の内部損益（損益並びに増減価による未実現損益（plus-

values et moins-values））は全額消去され，次に消去額は内部損益を計上した企

業において親企業持分と少数株主持分に配分される（CRC規則第９９－０２号第

２６１０項）。

内部損失を消去するときには，売却された資産項目の（内部損失消去後の）

価値が当該項目の時価（valeur actuelle）を超えないことを確保すべきである

（CRC規則第９９－０２号第２６１０項）。このことは，いずれの連結方法が適用され

ている場合でも，すべての連結企業（持分法適用企業を含む）間の取引から生

じた内部損失の消去のときに該当する。実務上，�内部売却損は，それが実際

の価値下落から生じ，したがって連結損益計算書に表示される「売却損益」に

影響を及ぼさないときでも，適用される連結方法に応じて全部または一部消去

され，�実際の価値下落分については，売却資産が購入企業で継続して使用さ

れるときには減価引当金（dépréciation）が計上され，売却資産が購入企業で使

用されないときには臨時償却（amortissement exceptionnel）が行われる（PCG

第３２２条の５第３項）。３５）

� 全部連結企業と比例連結企業との間の内部損益

全部連結企業による比例連結企業（被共同支配企業）への売却の場合には，

内部損益の消去は被共同支配企業に対する連結比率（資本参加比率）相当額に

限定される。比例連結企業（被共同支配企業）による全部連結企業への売却の

場合も同一である（CRC規則第９９－０２号第２８１０１項）。

� 全部連結企業と持分法適用企業との間の内部損益

全部連結企業と持分法適用企業との間で行われた取引から生じた棚卸資産，

固定資産およびその他の資産に含まれる内部損益は，消去されなければならな

い。当該棚卸資産，固定資産およびその他の資産に含まれる内部損益並びに全
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部連結企業と持分法適用企業との間で行われた取引から生じた内部損益は，持

分法適用企業に対する資本参加比率（連結比率）相当額だけ消去される（CRC

規則第９９－０２号第２９３項）。なお，持分法適用企業に関して商法上認められる

直接的連結処理方式によって連結が親企業の持分比率に基づいて行われている

場合には，全部連結企業と持分法適用企業との間の内部損益を消去するときの

みならず，比例連結企業（被共同支配企業）または持分法適用企業と持分法適

用企業との間の内部損益を消去するときにも，持分法適用企業に対する親企業

の持分比率が用いられる。３６）

全部連結企業と持分法適用企業との間で行われた取引から生じた内部損益を

消去する方法は，持分法適用企業が売却企業であるか購入企業であるかにかか

わらず，適用される。３７）

� 比例連結２企業間の内部損益

比例連結２企業（被共同支配企業）間で行われた取引の場合には，内部損益

の消去は各被共同支配企業に対する資本参加比率（連結比率）のうちいずれか

低い方の比率相当額に限定される（CRC規則第９９－０２号第２８１１項）。

実務上，売却企業に対する連結比率が購入企業に対する連結比率よりも低い

場合には，売却企業によって計上された損益は全額内部損益とみなされ，消去

される。これに対して，売却企業に対する連結比率が購入企業に対する連結比

率よりも高い場合には，売却企業によって計上された損益は企業集団外の企業

と行われた取引から生じた損益を含む損益とみなされ，消去額との差額は企業

集団外の企業への売却損益として計上される。３８）

� 比例連結企業と持分法適用企業との間の内部損益

比例連結企業（被共同支配企業）と持分法適用企業との間で行われた取引か

ら生じた棚卸資産，固定資産およびその他の資産に含まれる内部損益は，消去

されなければならない。比例連結企業（被共同支配企業）と持分法適用企業と
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の間で取引が行われている場合には，内部損益の消去は（必要な情報を入手で

きることを条件として）各企業に対する資本参加比率（連結比率）の積数相当

額だけ行われる（CRC規則第９９－０２号第２９３項）。したがって，内部損益の消

去は比例連結企業（被共同支配企業）に対する資本参加比率と持分法適用企業

に対する資本参加比率との積数相当額に限定される。

� 持分法適用２企業間の内部損益

持分法適用２企業間で行われた取引から生じた棚卸資産，固定資産およびそ

の他の資産に含まれる内部損益は，消去されなければならない。持分法適用２

企業間で取引が行われている場合には，内部損益の消去は（必要な情報を入手

できることを条件として）各企業に対する資本参加比率（連結比率）の積数相

当額だけ行われる（CRC規則第９９－０２号第２９３項）。したがって，内部損益の

消去は各持分法適用企業に対する資本参加比率の積数相当額に限定される。

� 引当金の調整

連結にさいして，全部連結子企業，比例連結企業（被共同支配企業）および

持分法適用企業が計上した損失のために当該企業の株式（資本参加証券）を所

有する企業によって計上されている当該株式に係る減価引当金繰入額は全額消

去されなければならない（CRC規則第９９－０２号第２６１１項，第２８１０１項および

第２９３項）。また，場合によっては，全部連結子企業が計上した損失のために

当該企業の株式（資本参加証券）を所有する企業によって計上されている危険

引当金繰入額は全額消去されなければならない（CRC規則第９９－０２号第２６１１

項）。

いずれの連結方法が用いられている場合でも，減価引当金（繰入額）の全額

消去は，他の連結企業（持分法適用企業を含む）が計上した損失のために当該

他の連結企業の株式を所有する企業によって計上されている当該株式に係る減

価引当金（繰入額）に限らず，当該他の連結企業に対する債権に係る減価引当
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金（繰入額）にも適用される。また，危険引当金（繰入額）の全額消去は，全

部連結子企業に限らず，比例連結企業（被共同支配企業）および持分法適用企

業が計上した損失のために当該企業の株式を所有する企業によって計上されて

いる危険引当金（繰入額）にも適用される。３９）他の連結企業（持分法適用企業

を含む）が計上した損失のために当該他の連結企業の株式を所有する企業に

よって計上されている当該株式に係る減価引当金（繰入額）および当該他の連

結企業に対する債権に係る減価引当金（繰入額）並びに危険引当金（繰入額）

が全額消去されなければならないのは，これら引当金の額（繰入額）が連結決

算書においては当該他の連結企業が計上した損失に対する所有持分と重複する

ためである。４０）

これに対して，他の連結企業が未だ考慮していない損失のために当該他の連

結企業の株式を所有する企業によって計上されている当該株式に係る減価引当

金（繰入額）および当該他の連結企業に対する債権に係る減価引当金（繰入額）

並びに危険引当金（繰入額）は，これら引当金の額（繰入額）が連結決算書に

おいては当該他の連結企業が未だ考慮していない損失に対する所有持分である

ので，保持されなければならない。４１）

� 結びにかえて

IFRSに準拠した連結決算書を作成することを選択しないフランスの非上場

企業がフランス会計基準に準拠して連結決算書を作成するときの連結方法の適

用手続きに関して，フランス会計基準の現状とその特徴を要約することで結び

にかえたい。

� 連結の範囲に含まれる企業の個別決算書の連結は，直接的連結処理方式

または段階的連結処理方式によって行われる。全部連結，比例連結および

持分法のいずれの連結方法が適用される場合でも，全部連結子企業，比例

連結企業（被共同支配企業）および持分法適用企業の連結には，事実上，

株式を所有する企業の資本参加比率に基づいて連結し，場合によっては間
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接的少数株主持分および間接的少数株主損益を認識する段階的連結処理方

式が用いられている。しかし，商法上は，持分法適用企業の連結に関して

は，親企業の持分比率に基づいて持分法適用企業を連結し，少数株主持分

および少数株主損益を認識しない直接的連結処理方式も認められている。

� 親企業の持分比率は，他の連結企業の資本金（発行済株式総数）に対す

る親企業が直接的および間接的に所有する資本金（持株数）の割合である。

他の連結企業を所有する企業の資本参加比率は，他の連結企業の資本金

（発行済株式総数）に対する当該他の連結企業を所有する企業が直接的に

所有する資本金（持株数）の割合である。親企業の持分比率または他の連

結企業を所有する企業の資本参加比率を算定する計算式の分子および分母

に含められる株式には，�連結すべき企業の資本金を表す株式等で，資本

参加証券の定義に適合する長期所有目的の株式等のほかに，�支配を喪失

することなく一時的に売却され，その後近いうちに再取得される株式等，

�従業員に付与された被支配企業の株式等で，他の被支配企業による買戻

契約の対象をなす株式等および�引受取引で企業集団外の企業に売却され

ている株式等も含まれる。

� 全部連結子企業の自己資本および損益は，原則として，当該全部連結子

企業に対する親企業の持分比率に基づいて配分されなければならない。全

部連結子企業に係るマイナスの少数株主持分は，当該企業の少数株主がこ

の損失を補�する法的義務を有しない場合には，親企業持分が負担しなけ

ればならない。全部連結子企業が親企業それ自体ではなく他の全部連結子

企業によって所有されている場合には，親企業持分に負担させるべきマイ

ナスの少数株主持分は段階的連結処理方式によって算定されなければなら

ない。

	 比例連結企業（被共同支配企業）の個別決算書の連結は株式を所有する

企業の資本参加比率に基づいて行われるので，当該被共同支配企業の直接

的少数株主持分および直接的少数株主損益は認識されない。しかし，被共
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同支配企業の株式を所有する企業に対する親企業の持分比率が１００％未満

である場合には，比例連結において算定される自己資本および損益は親企

業持分と少数株主持分に配分される必要がある。

� 親企業が部分所有する企業によって持分法適用企業の株式が所有され，

段階的連結処理方式によって連結が持分法適用企業の株式を所有する企業

の資本参加比率に基づいて行われている場合には，持分法による連結にお

いて算定される自己資本および純損益は親企業持分と少数株主持分に配分

されなければならない。これに対して，持分法適用企業に関して商法上認

められる直接的連結処理方式によって連結が親企業の持分比率に基づいて

行われている場合には，自己資本または純損益の配分を行う必要はない。

持分法適用企業のマイナスの自己資本に対する所有持分が持分法適用株式

の帳簿価額を超える場合には，持分法の適用を停止して損失負担が中止さ

れなければならない。

� 連結にさいして，連結企業（持分法適用企業を除く）間の債権と債務の

相互勘定および収益と費用の相互勘定の相殺消去は，�全部連結２企業間

では全額，�全部連結企業と比例連結企業（被共同支配企業）との間では

被共同支配企業に対する連結比率（資本参加比率）相当額で，�比例連結

２企業（被共同支配企業）間では連結される相互勘定の額のうちいずれか

低い方の額で行われなければならない。

� 連結にさいして，連結企業（持分法適用企業を除く）間の相互の契約お

よびオフバランス取引並びに他の連結企業の貸借対照表に記載される債権

または債務と重複するオフバランス契約およびオフバランス取引も相殺消

去されなければならない。

� 連結にさいして，連結企業（持分法適用企業を含む）間の内部損益（未

実現損益）の消去は，�全部連結２企業間では全額，�全部連結企業と比

例連結企業（被共同支配企業）との間では被共同支配企業に対する連結比

率相当額だけ，�全部連結企業と持分法適用企業との間では持分法適用企
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業に対する連結比率相当額だけ，�比例連結２企業（被共同支配企業）間

では各被共同支配企業に対する連結比率のうちいずれか低い方の比率相当

額だけ，�比例連結企業（被共同支配企業）と持分法適用企業との間およ

び�持分法適用２企業間では各企業に対する連結比率の積数相当額だけ行

われなければならない。

� 連結にさいして，他の連結企業（持分法適用企業を含む）が計上した損

失のために当該他の連結企業の株式を所有する企業によって計上されてい

る引当金は全額消去されなければならない。これに対して，他の連結企業

が未だ考慮していない損失のために当該他の連結企業の株式を所有する企

業によって計上されている引当金は連結決算書において保持されなければ

ならない。

注

１）本稿において，フランスの非上場企業とはフランス規制市場（Euronext）に上場されて
いない企業，すなわち，フランス Alternextとフランス自由取引市場（Marché libre）のい
ずれかに上場されている企業およびいずれにも上場されていない企業（Lopater, Claude /
Blandin, Anne-Lyse, Comptes consolidés : Règles françaises ２０１１, Francis Lefebvre, Levallois
２０１１, no１０１５, p.２２et no１０１８, pp.２２－２３）をいう。
２）ANC（Autorité des normes comptables，会計基準審議会）は，２００９年に，CRC（Comité de
la réglementation comptable，会計規則委員会）と CNC（Conseil national de la comptabilité，国
家会計審議会）を統合して設立された（Lopater, Claude / Blandin, Anne-Lyse, op. cit., no１０２０,
p.２５et no１１３０, p.３９）。
３）Lopater, Claude / Blandin, Anne-Lyse, op. cit., no４２８９, p.３２９.
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